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調査の目的

スタートアップ、アクセラレータの意見を収集し、都のスタートアップ協働戦略およびスター
トアップ関連施策の策定に資する基礎資料とする。

調査対象

スタートアップ、アクセラレータ

調査方法

webアンケート調査

調査項目

（１）都のスタートアップ施策について

（２）スタートアップと都の協働について

（３）効果的な都の情報発信について

（４）都と他都市との比較

調査実施期間

令和3年11月15日～12月3日

回収数

316サンプル

Ⅰ 調査概要
1. 調査実施概要
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１．回答企業の属性

回収316社。企業ステージは、設立準備期（シード期）と創業期（アーリー期）で6割を占め、成長期（レイター
期）は1割。創業年は2014年以降が8割を占め、2013年以前は各年まばら。資本金は平均2.8億円で、1円から
200億円超までばらついた。従業員数は平均が28.3人だが、10人未満が6割弱を占める。

 スタートアップを立ち上げた年齢は20代、30代が中心で、計画から実際の立ち上げまで平均2.6年。事業領域はサー
ビス／プラットフォーム、AI・IoT関連が多く、事業を成長させる上での課題は人材と資金調達が上位。

２．都のスタートアップ施策について

施策の認知・利用状況は、いずれの施策も7割以上は知らないか、見聞きしたことがある程度。参加・利用が多いのは、
現在・過去含め、相談窓口2割、アクセラレータプログラム・実証支援１割。

効果的と思う施策は、規制緩和、助成金、調達資格見直し。今後利用したい施策は、助成金。

東京都に求める取り組みは、資金調達や融資、サービス・プロダクト導入。都の施策を利用したくなる要素は、手続の
簡便化や資金使途柔軟性。サポート体制で重要なのは、担当者の熱意、知識・経験、レスポンス。

都との協働で期待することは、実績づくり、社会課題解決、認知度向上。課題解決が期待できる分野は働き方、健
康・福祉、生活利便性向上が多い。

３．スタートアップと東京都の協働について

協働する上での制約は、相談窓口、情報入手、契約手続き、スピード感など。

協働に向けて求める情報は、スタートアップ施策や発注に関する情報。

都の入札参加資格取得は7％のみ。入札の知識・関心がないことが主な理由。入札参加資格を取得しても半数以上
は応札経験なし。理由は手続きの煩雑さ。

Ⅱ 調査結果
＜サマリー＞
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４．効果的な都の情報発信について

行政の情報収集は、記事や広告、webサイト・SNSがやや多い。３割は情報収集していない。行政のスタートアップ関
連情報を収集していないのは、情報の所在がわからないため。

都の発信情報については、いずれの媒体も活用は1割未満。Web以外は７割以上に知られていない。Web（ホーム
ページ等）が最も認知されている。次いで、イベント、twitter、Facebook。

 スタートアップコミュティに所属しているのは約半数。都がコミュニティに対して施策情報を発信することには、7割が有益と
している。

 メニューマップについては、肯定的な評価が3割弱、否定的な評価が約4割。施策の事業様式は、肯定的な評価が3
割強、否定的な評価が3割弱。

５．都と他都市との比較

東京への好意的な評価は６割程度で否定的な評価が少ない。国内の都市との比較では、福岡、神戸が東京よりも
「非常に良い」の割合が高い。

海外では、ジャカルタ以外の都市はすべて「非常に良い」の割合が東京よりも高い。米国の3都市が上位を占める。

Ⅱ 調査結果
＜サマリー＞
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Ⅱ 調査結果
1. 属性

Q1.企業のステージ（n=311） Q2.創業年（n=311）

Q3.資本金（n=309） Q4.従業員数（n=311）

設立準備期（シード期）

15.4%

創業期（アーリー期） 45.3%

事業化期（ミドル期）

27.0%

成長期（レイター期）

12.2%

2021

12.5%

2020

11.6%

2019

13.2%2018

14.5%

2017 6.8%

2016

10.6%

2015 6.4%

2014 6.4%

2013以前

18.0%

100万円未

満 11.3%

100万～1000万円未満

30.1%

1000万～1億円未満

29.4%

1億～10億円未

満 24.9%

10億円以上, 

4.2%

平均値 2.8億円
最小値 1円
最大値 242億円

5人未満

36.0%

5人～10人未満

19.9%

10人～20

人未満

18.0%

20人～50人

未満 14.5%

50人以上

11.6%

平均値 28.3人
最小値 1人
最大値 1500人
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 スタートアップを立ち上げようとした年齢は平均32.7歳、実際に立ち上げた年齢は平均35.3歳

立ち上げようとしてから実際に立ち上げるまでの期間は平均2.6年

立ち上げようとした年齢の最小値は9歳、最大値は68歳

実際に立ち上げた年齢の最小値は16歳、最大値は69歳

Ⅱ 調査結果
1. 属性

Q5.スタートアップを立ち上げた年齢（n=303）
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Ⅱ 調査結果
1. 属性

Q6.事業領域（MA,n=311）

 サービス／プラットフォーム、AI・IoT関連が多い

45.0

28.6

16.1

8.0

5.8

5.5

4.8

4.5

21.5

0% 20% 40% 60%

サービス／プラットフォーム

AI・IoT関連

医療・介護

製造/素材・マテリアル

金融・不動産

環境／エネルギー

ロボティクス

観光

その他

Q7.事業を成長させる上での課題（MA,n=311）

74.3

65.9

56.9

35.7

30.9

22.2

18.3

5.1

0% 20% 40% 60% 80%100%

人材確保・人材育成

資金調達

販路の確保・拡大

アーリーアダプターの確保

技術開発

実証実験

知財等の権利の取得・保護

その他

課題は、人材確保・人材育成、資金調達、販路の
確保・拡大
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Ⅱ 調査結果
1. 属性

Q8.都の施策の認知・利用状況（n=311）

4.5

4.2

2.6

1.0

2.3

1.0

0.3

0.3

15.1

8.0

2.9

2.9

0.6

2.6

0.3

1.0

7.1

14.1

9.6

8.7

6.8

3.9

2.6

1.9

28.3

26.4

24.8

22.5

22.2

13.2

15.8

12.9

45.0

47.3

60.1

65.0

68.2

79.4

81.0

83.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

相談窓口（TOKYO創業ステーションなど）

アクセラレータープログラム・実証実験支援

（青山スタートアップアクセラレーションセンターなど）

場所提供（都インキュベーション施設提供）

資金調達（TOKYO戦略的イノベーション促進事業など）

場の提供（スタートアップ・エコシステム東京コンソーシアムなど）

行政調達（UPGRADE WITH TOKYOなど）

機器共有（大学保有機器等の共有の促進）

人材育成（創薬・医療データ科学イノベーション人材育成事業など）

現在参加・利用している 過去に参加・利用したことがある 内容も知っている 見聞きしたことがある 知らない

 いずれの施策もスタートアップの7割以上は知らないか、見聞きしたことがある程度
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Ⅱ 調査結果
2. 都のスタートアップ施策について

Q9.効果的と思う施策、利用したことがある施策、今後利用したい施策（MA,n=311）

効果的と思う施策は、規制緩和、助成金、調達資格見直し。今後利用したい施策は、助成金

67.5

65.6

59.2

51.1

50.8

47.6

47.3

43.7

43.1

42.4

42.4

40.8

39.9

39.5

22.8

8.4

6.4

3.5

22.2

4.2

9.6

1.6

2.3

6.8

6.4

3.2

16.4

11.9

13.5

5.8

19.3

4.8

2.6

49.8

41.8

55.3

38.3

40.8

40.2

25.7

42.1

36.7

22.8

30.9

27.0

24.8

26.7

28.0

24.1

5.8

10.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

規制緩和

助成金

調達資格を見直しスタートアップへの発注を増やす

実証実験支援

ファンドの組成

独創的な基礎研究のスタートアップ支援を重点化

大企業とのマッチングを支援

海外展開支援

スタートアップ相談窓口を一本化

インキュベーション拠点の運営

インキュベーション拠点の支援

アクセラレーションプログラム

スタートアップ向けコミュニティ拠点の設置

ピッチイベント

専門家を派遣し経営指導

その他

あてはまるものはない

効果的と思う施策

利用したことがある施策

今後利用したい施策
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Ⅱ 調査結果
2. 都のスタートアップ施策について

Q10.東京都に対し求める取り組み
（制限MA・3以内,n=311）

45.0

41.5

38.3

20.9

19.6

19.0

19.0

12.5

11.6

10.9

10.6

9.3

5.1

4.5

2.3

0% 20% 40% 60%

資金調達支援

融資の保証料や利子の補助

都でのサービス・プロダクトの導入

実証場所の提供

VCなどからの資金獲得の機会の提供

海外展開支援

販路開拓支援

都への施策提言の機会の提供

都の事業・支援のわかりやすい情報発信・周知

大学・研究機関等との共同研究・開発の機会…

他の中小企業やスタートアップ等とのネットワーク…

著名な起業家等とのネットワークの提供

申告書作成サポート

その他

あてはまるものはない

資金調達や融資、サービス・プロダクト導入が求められる

Q11.都の施策や制度を利用したくなる要素
（制限MA・3以内,n=311）

61.1

55.9

41.8

37.0

24.4

21.2

11.9

6.4

5.5

3.9

1.6

0% 20% 40% 60% 80%

提出書類が少ないなど、手続きの簡便性

資金的サポートにおける、使途の柔軟性

支援を受けられるまでの手続き期間の短さ

募集時期が年度内に複数回あるなど、支援を

受ける時期を柔軟に選択できる

担当者の協働に向けた熱意

担当部署の受容性・柔軟性の高さ

自社が貢献できる行政課題の明確性

他部署への展開・つなぎを得られる

公的機関としての安心感・信用補完

その他

あてはまるものはない

手続の簡便化や柔軟な資金使途が重要
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Ⅱ 調査結果
2. 都のスタートアップ施策について

Q12.東京都のサポート体制で重要なこと
（制限MA・3以内,n=311）

担当者の熱意、知識・経験、レスポンスが重要

46.3

34.4

34.4

27.7

24.1

22.8

19.0

18.3

18.3

3.2

2.6

0% 20% 40% 60%

都の担当者が協働に向けて熱意を持った姿勢で

いること

都の担当者の起業や業界に関する知識・経験

が豊富

問合せに対してレスポンスが早い

都の計画・施策についての情報がもらえる

他の部署とも連携して支援してくれる

都の担当者の行政手続や都の施策全般に関す

る知識・経験が豊富

行政手続などに関して親身に相談に乗ってくれる

事業展開内容や資金計画に関してアドバイスが

もらえる

なんでも気軽に問い合わせができる

その他

あてはまるものはない

Q13.東京都との協働で期待すること（MA,n=311）

実績づくり、社会課題解決、認知度向上を期待

59.8

59.5

56.9

47.6

26.7

3.9

0% 20% 40% 60% 80%

実績づくり

社会課題解決への貢献

認知度向上

売上の確保

行政のニーズ把握

その他

Q14.課題解決が期待できる分野（MA,n=311）

42.1

37.6

34.1

28.6

24.8

24.1

18.0

6.8

2.9

0% 20% 40% 60%

仕事・働き方

健康・福祉

生活の利便性向上

安全・安心なまちづくり

教育

観光・文化

環境

その他

あてはまるものはない

働き方、健康・福祉、利便性が多い
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Ⅱ 調査結果
3. スタートアップと東京都の協働について

Q15.協働する上での制約（MA,n=311）

51.8

48.2

46.9

41.5

34.4

20.9

9.0

8.4

0% 20% 40% 60%

誰に相談すればいいかわからない

都の情報が入手しにくい

入札など契約手続きが煩雑

行政の仕事のスピードが遅い（意思

決定など）

行政の慣習・仕事の仕方がわからない

頻繁な人事異動により担当者との関

係性の構築が困難

その他

特に制約はない

相談窓口、情報入手、契約手続き、スピード感などが制
約

Q16.協働に向けて求める情報（MA,n=311）

77.8

53.4

22.5

4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

スタートアップ施策

東京都からの発注に関する情報

人事交流制度

その他

 スタートアップ施策や発注に関する情報が求められる
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Ⅱ 調査結果
3. スタートアップと東京都の協働について

Q17.東京都の入札参加資格取得（n=311）

ある 7.1%

ない

92.9%

 9割以上が入札参加資格を取得していない

Q18.入札参加資格を取得しない理由（n=289）

56.4

31.8

25.3

23.5

21.5

8.0

0% 20% 40% 60%

入札についての知識・関心がないため

取得のための手続きが複雑でわかりづらいため

行政調達を事業のターゲットと考えていないため

参加したい入札案件がないため

格付けが低く小規模案件しか受注できないため

その他

知識・関心がないことが主な理由

Q21.入札に参加しない理由（MA,n=12）

手続の煩雑さが挙げられている

Q19.東京都の入札への参加（n=22）

ある 45.5%

ない 54.5%

入札参加資格を取得しても半数以上は応札経験なし

入札に参加する手続き

が複雑 41.7%

参加したい入札案件はあるが、格付けが

低く参加できない 16.7%

参加したい入

札案件がない

16.7%

入札情報を見

ていない

8.3%

その他

16.7%
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Ⅱ 調査結果
4. 効果的な都の情報発信について

Q22.行政のスタートアップ向けイベントや施策につい
ての情報入手方法（MA,n=311）

Q23.行政のスタートアップ向け情報を収集しない理
由（MA,n=34）

33.4

32.8

23.2

19.0

6.1

3.9

3.9

30.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

記事や広告で目についたものをチェッ

クしている

行政のWEBサイトやSNSなどから入

手している

アクセラレーターやVC、金融機関など

から情報を入手している

スタートアップのコミュニティサイトから入

手している

行政の窓口や担当者から直接入手

している

入札情報を定期的にチェックしている

その他

収集していない

記事や広告、webサイト・SNSがやや多い。３割は情報
収集していない

56.4

34.0

21.3

4.3

9.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自分に必要な情報がどこにあるかわか

らないから

行政の施策等に関心がないから

情報量が多すぎてわかりにくいから

ほかのだれかに聞けば十分だから

その他

行政のスタートアップ関連情報を収集していないのは、情
報の所在がわからないため
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Ⅱ 調査結果
4. 効果的な都の情報発信について

Q24.都の発信情報の認知、利用（n=311）

 いずれの媒体も活用しているのは1割未満。Web以外は７割以上の人が知らない

 Web（ホームページ等）が最も認知されている。次いで、イベント、twitter、Facebook

46.6

71.7

76.2

81.4

88.1

91.6

94.5

96.5

46.0

22.5

19.0

15.4

10.6

5.8

3.2

2.9

7.4

5.8

4.8

3.2

1.3

2.6

2.3

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

WEBサイト

コミュニティ等のイベント

twitter

Facebook

Youtube

note

LINE

Linkedin

知らない 見たことがある 情報源として活用している
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Ⅱ 調査結果
4. 効果的な都の情報発信について

Q25.スタートアップコミュティへの所属（n=311）

はい 49.2%

いいえ 48.6%

その他 2.3%

 コミュティ所属は約半数

Q27.東京都がスタートアップコミュニティに対して施策
情報を発信することは有益か（n=311）

思う 72.3%

思わない

7.1%

わからない

20.6%

 7割は自社にとって有益と考えている
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Ⅱ 調査結果
4. 効果的な都の情報発信について

Q29. メニューマップへの評価（n=311）

6.1

7.4

7.4

20.9

16.7

20.3

32.8

32.5

32.5

23.5

25.1

21.5

16.7

18.3

18.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

デザイン性

わかりやすさ

必要な施策の探しやすさ

非常に良い 良い 普通 悪い 非常に悪い

肯定的な評価が3割弱、否定的な評価が約4割

東京都におけるスタートアップ関連施策
メニューマップ
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Ⅱ 調査結果
4. 効果的な都の情報発信について

Q31.施策の事業様式への評価（n=311）

6.8

6.1

5.8

27.7

27.0

31.8

39.5

37.6

42.1

14.5

16.7

12.2

11.6

12.5

8.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

デザイン性

わかりやすさ

情報の網羅性

非常に良い 良い 普通 悪い 非常に悪い

肯定的な評価が3割強、否定的な評価が3割弱

施策の事業様式（例）

King Salmon Project
（先端事業普及モデル創出事業）
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Ⅱ 調査結果
5. 都と他都市との比較

Q33.スタートアップと行政との連携など官民連携の観点から東京都と国内他都市を評価

18.2

30.2

22.4

13.1

8.2

6.7

3.9

1.6

40.9

40.6

35.3

29.8

24.5

24.4

29.4

29.5

33.8

24.5

31.8

41.7

57.1

40.0

41.2

47.5

5.2

3.8

3.5

10.7

4.1

17.8

11.8

9.8

1.9

0.9

7.1

4.8

6.1

11.1

13.7

11.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東京 n=154

福岡 n=84

神戸 n=85

大阪 n=106

沖縄 n=45

仙台 n=51

広島 n=61

京都 n=49

非常に良い 良い 普通 悪い 非常に悪い

東京への好意的な評価は６割程度で否定的な評価が少ない

福岡、神戸が東京よりも「非常に良い」の割合が高い
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Ⅱ 調査結果
5. 都と他都市との比較

Q34.スタートアップと行政との連携など官民連携の観点から東京都と海外他都市を評価

18.2

48.0

34.9

34.0

25.0

24.4

23.1

22.0

19.4

18.9

9.1

40.9

36.0

39.5

36.2

36.1

31.7

43.6

36.6

32.3

40.5

36.4

33.8

12.0

23.3

27.7

30.6

36.6

20.5

39.0

32.3

35.1

36.4

5.2

2.7

5.6

4.9

10.3

12.9

2.7

15.2

1.9

1.3

2.3

2.1

2.8

2.4

2.6

2.4

3.2

2.7

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東京 n=154

サンフランシスコ n=47

ボストン n=75

ニューヨーク n=43

北京 n=37

ベルリン n=41

上海 n=41

ロンドン n=36

ソウル n=39

パリ n=31

ジャカルタ n=33

非常に良い 良い 普通 悪い 非常に悪い

 ジャカルタ以外の都市はすべて「非常に良い」の割合が東京よりも高い。米国の3都市が上位


